
【学力向上フロンティアスクール用中間報告書様式 （小学校用）】

都道府県名 愛媛県

Ⅰ 学校の概要（平成１５年４月現在）

学校名 西条市立飯岡小学校

学 年 １年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 特殊学級 計 教員数

学級数 ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２ １４
２１

児童数 ４９ ４２ ７３ ６３ ５０ ５５ ５ ３３７

Ⅱ 研究の概要
１．研究主題

自分らしくかかわりあう児童の育成
―思いを伝え、共鳴しあう活動を通して―

２．研究内容と方法
( ) 実施学年・教科1

○ ５・６年生・算数
学習の基礎・基本を教師が見極め、児童の実態に即して指導・評価・授業
改善していくことを研究するため教科を絞り、児童の理解の状況に差が出
やすい教科・学年であるため。

( ) 年次ごとの計画2

平 ○ テーマ
成 児童の実態に応じた、きめ細かな指導に取り組む

○ 研究の見通し15
年 少人数指導あるいはＴＴによる指導体制の中で、児童の実態をいかに
度 診断的・形成的・総括的に評価するかを研究し、配慮を要する児童への

指導・支援の手立てを探る。
○ 研究の内容・方法

・児童の実態の的確な把握
単元の系列と関連を明らかにした上でレディネスを調査し、指導

計画に生かす。
形成的評価の場面や方法を明確にする。

・ 指導法の改善
単元に応じた、より指導効果の上がる少人数指導、Ｔ・Ｔの形態

を検討する。
・ 指導と評価の一体化

評価基準の作成・重点化、評価・評定の進め方を検討する。

平 ○ テーマ
成 児童の実態に応じた、きめ細かな指導に取り組む

○ 研究の見通し16
年 少人数指導あるいはＴＴを活用した指導体制の中で、児童の実態を診

、 、度 断的・形成的・総括的に評価し 配慮を要する児童への手立てを研究し
きめ細かな指導・支援を実践する。

○ 研究の内容・方法
・児童の実態の的確な把握

単元の系列と関連を明らかにした上でレディネスを調査し、指導
計画に生かす。
形成的評価の場面や方法を明確にし、指導に生かす。

・ 指導法の改善



単元に応じ、より指導効果の上がる少人数指導、Ｔ・Ｔの形態を
実践研究する。

・ 指導と評価の一体化
評価基準の作成・重点化、評価・評定の進め方を研究し、基礎・

基本の徹底を図る。

( ) 研究推進体制3

研究部を２部構成とし、学習レベルでの基礎・基本の徹底をめざし研究する算
数科部会と、課題解決の過程で自分の思いを伝え、共鳴しあえる場を設定し、自
分らしくかかわりあう児童の育成を図る総合的な学習の時間・生活科部会を設け
た。

Ⅲ 平成１５年度の研究の成果及び今後の課題
１．研究の成果

算数科では ・４年生に ・ による学習、 ・ 年生に少人数指導や ・ に3 T T 5 6 T T
よる学習を行ってきた。これによって、児童の実態や学習状況が把握しやすくな
り、個に応じた支援が図りやすくなった。児童の授業に対する姿勢も積極性が増
したように感じられ、 年生のアンケートでは パーセント近い児童が算数に対5 90
して肯定的なイメージを持っていることもわかった。また、単元に先立ってレデ
ィネステストを行い、努力を要する児童への手立てを授業計画に盛り込むように
したことで、よりきめ細かな指導がなされるようになった。

２．今後の課題

評価について場面と方法を明確にし、評価項目も「 単位時間にひとつ」を目1
標に、指導の重点化と形成的な評価の充実を図っている。しかし、重点化を図る
作業は単元のみならず年間計画や他学年との関連も考慮する必要があり、はかど
ってはいない。 ・ ないし少人数の指導でもすべての児童の実態を常に把握すT T
ることは困難なだけに、この作業を進める必要性を感じている。
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Ⅳ 学力等把握のための学校としての取組

教研式標準学力検査ＣＲＴの実施
・ 県下全フロンティアスクール に実施された５年生の検査日にあわせ
３・４・６年生に国語・算数科の学力検査を実施した

Ⅴ フロンティアスクールとしての研究成果の普及

今年度の取り組みについては、地区協議会において報告を行った。
次年度については、市内の小中学校に案内を行い公開授業を実施する。
また、地区協議会において報告を行い、地区協議委員が各市町村で行われる
研究会や教科会等で 普及を図る。

◇ 次の項目ごとに、該当する箇所をチェックすること （複数チェック可）。

【新規校・継続校】 １５年度からの新規校 １４年度からの継続校

【学校規模】 ６学級以下 ７～１２学級
１３～１８学級 １９～２４学級
２５学級以上

【指導体制】 少人数指導 Ｔ．Ｔによる指導
一部教科担任制 その他

【研究教科】 国語 社会 算数 理科
生活 音楽 図画工作 家庭
体育 その他

【指導方法の工夫改善に関わる加配の有無】 有 無
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